
上限額管理事業者

関係事業者

上限額管理事務の流れ

上限額管理者は、サービス提供月の翌月６日までに各関係事業者に「利用者負担上限
額管理結果票」を送付する。

サービス提供月の翌月１０日までに、利用者負担分を請求に反映させて請求を行う。
上限額管理者は結果票（情報・コピー）を連合会もしくは市へ送付する。

上限額管理事業者が設定されているときは、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、
サービス利用者の上限額管理事業者に左記の「利用者負担額一覧表」を提供する。

上限額管理者は、提出された「利用者負担額一覧表」に基づき、「利用者負担上限額管
理結果票」を作成する。（上限額管理事業者のみの利用の場合は作成不要です。）

上限額管理者は、作成した「利用者負担上限額管理結果票」の内容について上限額管
理対象者に確認をする。（利用した事業所にもれが無いかを確認）
署名押印した結果票の原本は上限額管理者が保管する。

受給者証で上限額管理事業所を確認する。（月途中で設定される場合もあるので注意）

関係事業者は、利用者（上限額管理対象者）ごとに事業所番号単位で利用者負担額
を算出し、提出先となる上限額管理事業者ごとに本様式を作成する。



利用者負担額上限額管理結果票の記載における留意点   該当する結果内容を番号で記載する。【必須】

  １　管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。
  ２　利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。
  ３　利用者負担の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。

上限額管理事業者は作成後、対象者より確認を受ける（署名または記名押印）【必須】

 
　☆上限額管理結果票の記載における留意点
・サービス提供した事業所名を記載する。（必須）
・利用者負担額については法律（障がい者総合支援法・児童福祉法）ごとで設定されるた
め、上限額管理も別々となり、それぞれ管理結果票を作成する。
・提供サービスごとで以下の順で左欄より記載する。

①上限管理事業所（指定相談支援事業所の場合は②以降の順で記載する。
②障がい児通所支援を提供した事業所
※同順序に複数の事業所がある場合は、総費用額の多い順に記載する。


